
事業概要 事業費（千円）

1
地域公共交通活性化・
再生総合事業

認定を受けた法定
協議会

地域の多様なニーズに応えるために、鉄道、コ
ミュニティバス、乗合タクシー、旅客船等の多様な
事業に取り組む地域に対しパッケージで一括支
援することにより、地域の創意工夫ある自主的な
取り組みを促進した。

4,400,000 東北運輸局

2

「ビジット　ジャパンキャ
ンペーン」
外国においての観光テ
レビ放送等宣伝事業

東北運輸局
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
東北観光推進機構
東日本旅客鉄道
（株）
伊達な広域観光圏

・東北広域観光テレビ宣伝（香港・中国広州）
香港・広州をターゲットとしたテレビ宣伝事業を２０
年度に続き実施する。
・ＦＩＴを意識したメディア招請事業
東北への入込客が増加しているＦＩＴを意識した観
光地の魅力を紹介し、 知名度向上と更なる誘客
を図る。
①韓国メディアを招請して鉄道を利用した観光
ルートＰＲ
②台湾メディア招請
③香港メディア招請
④韓国・メディア招請

10,000

8,432

目標視聴者数　600万人

媒体接触者数：160,000人
媒体接触者数：320,000人
媒体接触者数：260,000人
媒体接触者数：4,355,000人

3

「ビジット　ジャパンキャ
ンペーン」
外国旅行会社・マスコミ
の招請事業

東北運輸局
宮城県
山形県
青森県
岩手県
仙台市
東北観光推進機構
栃木・南東北国際
観光テーマ地区推
進協議会（栃木県・
福島県・宮城県・山
形県）

・ＹＯＫＯＳＯ！ＪＡＰＡＮ東北事業
東北６県と新潟県の７県が連携し、招請・インバウ
ンドセミナー・商談会を実施。
・台湾旅行エージェント等招請
冬の素材が豊富な福島県と仙台市の観光資源の
視察・取材と商談会を開催。台湾でのテレビを利
用した南東北の冬の旅番組を制作し、現地で放
映。
・タイ・旅行エージェント等招請
タイ・シンガポールは東北地方への訪問客数が増
加していることから、更なる誘客を促進するため
桜・雪景色を中心とした四季の自然景観を中心に
プロモーションを展開。

22,954

5,118

3,483

招請ＡＧＴ：39社

招請ＡＧＴ：5社
招請メディア：3社

ブース来場者：7,800人

東北運輸局
宮城県
山形県
青森県

・台湾観光プロモーション事業
①東北プロモーション
②国際旅行博覧会（ＩＴＦ２００９）出展に伴う情報
発信

6,173
3,739

現地来場者（旅行会社：83社、航空
会社：10社、メディア：8社）

平成２１年度　宮城県内の主な取組実績（東北運輸局）

NO 備考（供用目標等） 関連HP等
平成２１年度　事業概要　

事業名 事業主体

全国的な制度であり、事業主体であ

る認定を受けた法定協議会がそれ

ぞれの目標を掲げて行うため表記

することが困難

資料７－４

4

「ビジット　ジャパンキャ
ンペーン」
外国における旅行博へ
の出展等事業

青森県
岩手県
東北観光推進機構
北東北三県観光立
県推進協議会（青
森県・秋田県・岩手
県）
栃木・南東北国際
観光テーマ地区推
進協議会（栃木県・
福島県・宮城県・山
形県）

発信
・中国観光プロモーション事業
①中国・広州国際旅游展示会（ＧＩＴＦ）出展に伴う
情報発信
・香港観光プロモーション事業
①国際旅游交易会（ＩＴＥ２００９）出店に伴う情報
発信
②東北合同セールスプロモーション
・タイ・シンガポール観光プロモーション事業
①タイ・旅行博覧会（ＴＴＡＡ）出展に伴う情報発信
及び広告宣伝
②シンガポール・旅行博覧会（ＮＡＴＡＳ）出展に伴
う情報発信及び広告宣伝

2,698

5,298
4,045

3,898

7,671

商談会・観光セミナー　現地参加：
15社
現地参加：27社

ブース来場者：7,800人

5 観光圏整備事業

東北運輸局
東北地方整備局
伊達な広域観光推
進協議会
構成市町村：仙台
市、気仙沼市、登
米市、大崎市、松
島町、利府町、南
三陸町、一関市、
奥州市、平泉町

地域の幅広い関係者が連携した地域の活性化の
取組みを総合的かつ一体的に国が支援すること
により、国際競争力の高い魅力的ある観光圏の
形成を促進する。

30,050

圏域内において、２泊３日以上の滞
在型観光を推進し来訪者の増加に
努めた。
数値目標
平成２０年から２４年の５年間で５０
０万人増やす。
平成２１年度実績：実施額　２４，４７
２（千円）

http://www.da
tena.org/

6
東北国際物流戦略チー
ムの運営

東北地方整備局
東北運輸局
東経連

東北港湾・空港の利用促進による効率的な国際
物流の実現とそれに伴う東北の活性化
〈継続取組み〉
・荷主データベースの構築
・転換（成功）事例集の作成
・出前説明会の開催
〈新規取組み〉
・４５ft国際海上コンテナの国内輸送に向けた取
組み
・農水産品輸出拡大方策の検討
・東北倉庫利用による東北港湾利用促進方策の
検討

東北運輸局

全国的な制度であり、事業主体であ

る認定を受けた法定協議会がそれ

ぞれの目標を掲げて行うため表記

することが困難

資料７－４
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事業概要 実施年度 事業費（千円）

1
地域公共交通活性化・
再生総合事業

認定を受けた法定
協議会

地域の多様なニーズに応えるために、鉄道、コミュ
ニティバス、タクシー、旅客船等の多様な事業に取
り組む地域に対しパッケージで一括支援することに
より、地域の創意工夫ある自主的な取り組みを促
進する。

H20年度～ 4,020,000 東北運輸局

2
外国旅行会社・マスコミ
の招請事業

海外から旅行エージェント、メディアを招請して、東
北における観光資源、観光魅力の情報発信を行
い、認知度向上と旅行商品の造成を図る。
・ＹＯＫＯＳＯ！ＪＡＰＡＮ東北事業
・韓国メディア招請事業
・台湾旅行エージェント等招請

・タイメディア招請事業
・香港メディア招請等事業

・個人旅行に向けた情報発信事業（対象市場：香
港、シンガポール、欧米、ロシア）
・教育旅行誘致事業（対象市場：韓国、シンガポー
ル）

・鉄道を利用した伊達な広域観光圏・モデルコース
情報発信事業（対象市場：台湾、香港）

23,000
2,000

13,000

3,000
6,100

14,000

6,000

3,200

目標送客数：18,000人
媒体接触者数：3,000,000人
媒体接触者数：8,800,000人
目標送客数：850人
媒体接触者数：1,600,000人
媒体接触者数：2,730,000人
目標送客数：300人
媒体接触者数：3,330,000人
目標送客数：1,000人
目標送客数：韓国400人（5校）、シン
ガポール150人（5校）
媒体接触者数：1,830,000人

3

「ビジット　ジャパンキャ
ンペーン」
外国における旅行博へ
の出展等事業

海外の旅行博にブースを出展し東北の観光ＰＲを
行う。また、旅行エージェントやメディアに対し、観
光セミナーや商談会を通じて旅行商品の造成と特
集記事の掲載を働きかける。
・台湾プロモーション事業

・台湾国際旅行博覧会（ＩＴＦ２００９）出展に伴う情報
発信
・中国観光プロモーション事業
上海世界旅游資源博覧会（WTF2010）及び上海旅
行博覧会（CITM）出展に伴う情報発信
・香港観光プロモーション事業
国際旅游交易会（ＩＴＥ２００９）出店に伴う情報発信
・香港・南東北誘客プロモーション
・タイ・旅行博覧会（ＴＴＡＡ）出展に伴う情報発信及
び広告宣伝
・シンガポール・旅行博覧会（ＮＡＴＡＳ）出展に伴う
情報発信及び広告宣伝

6,600

5,600
9,000

5,000

4,000
4,000

9,000

媒体接触者数：1,000,000人
目標送客数：1,000人

媒体接触者数：372,000人

目標送客数：400人

目標送客数：600人
媒体接触者数：700,000人

媒体接触者数：1,040,000人
目標送客数：1,000人

東北運輸局
青森県
秋田県
岩手県
宮城県
山形県
福島県
仙台市
東北観光推進機構
栃木・南東北国際
観光テーマ地区推
進協議会（栃木県・
福島県・宮城県・山
形県）
北東北三県観光立
県推進協議会（青
森県、秋田県、岩
手県）
東日本旅客鉄道株
式会社

平成２２年度　宮城県内の主な取組予定（東北運輸局）

NO 事業名 事業主体
平成２２年度　事業概要　

備考（供用目標等） 関連HP等

全国的な制度であり、事業主体であ

る認定を受けた法定協議会がそれ

ぞれの目標を掲げて行うため表記

することが困難

4

「ビジット　ジャパンキャ
ンペーン」
外国においての観光テ
レビ放送等宣伝事業

海外からテレビ局を招請し、東北の観光資源である
自然景観や温泉、食に関する番組を制作・放映を
通じて一般消費者やエージェントに東北の魅力を
情報発信する。
・東北広域観光テレビ宣伝（香港・中国広州）
・観光テレビ放送等宣伝（対象市場：台湾）

10,000
5,000

目標視聴者数：10,000,000人
目標視聴者数：2,500,000人

5 観光圏整備事業

東北運輸局
東北地方整備局
伊達な広域観光推
進協議会
構成市町村：仙台
市、気仙沼市、登
米市、大崎市、松
島町、利府町、南
三陸町、一関市、
奥州市、平泉町

地域の幅広い関係者が連携した地域の活性化の
取組みを総合的かつ一体的に国が支援することに
より、国際競争力の高い魅力的ある観光圏の形成
を促進する。

平成２０年度
～２４年度

２２年度事業費
２６，７２１（千
円）

滞在促進に重点的に取り組む地区
を整備することにより、２泊３日以上
の滞在型観光を目指す。
数値目標
平成２０年から２４年の５年間で５０
０万人増やす。

http://www.da
tena.org/

6
東北国際物流戦略チー
ムの運営

東北地方整備局
東北運輸局
東経連

東北港湾・空港の利用促進による効率的な国際物
流の実現とそれに伴う東北の活性化
〈継続取組み〉
・荷主データベースの構築
・転換（成功）事例集の作成
・出前説明会の開催
・４５ft国際海上コンテナの国内輸送に向けた取組
み
・農水産品輸出拡大方策の検討
・東北倉庫利用による東北港湾利用促進方策の検
討

東北運輸局

全国的な制度であり、事業主体であ

る認定を受けた法定協議会がそれ

ぞれの目標を掲げて行うため表記

することが困難
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